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はしがき 

 

 本報告書は、ODA 評価有識者会議が外務省国際協力局より依頼を受けて実施し

た「『日本水協力イニシアティブ』及び『水と衛生に関する拡大パートナーシップ・イニ

シアティブ』の評価」の結果をとりまとめたものである。 

 

 日本の政府開発援助（ODA）は、１９５４年の開始以来、途上国の安定と発展、時

代とともに変化する国際社会の課題等の解決に貢献し、日本の安全と繁栄に寄与

することを目的としてきたが、今日、国内的にも国際的にも、より質の高い、効果的

かつ効率的な援助の実施が求められている。外務省は ODA の調整官庁として、

ODA の実施管理とアカウンタビリティの確保という二つの目的から、主に政策レベル

において ODA 評価を行っている。 

 

2001 年のミレニアム開発目標（MDGs）が「2015 年までに安全な飲料水及び基本

的な衛生施設を継続的に利用できない人々の割合を半減する」と宣言しているよう

に、水と衛生に関する貧困削減は、人間の生命と生活に関わる重要な問題であるだ

けでなく、国際社会の重要課題の一つである。日本は 1990 年代から現在に至るまで、

水と衛生分野のトップドナーとしてこの分野でドナー全体の 40%前後の支援を実施し

てきた。そして、2003 年には第 3 回世界水フォーラムのホスト国として「日本水協力イ

ニシアティブ」を発表し、さらに 2006 年 3 月にメキシコで開催された第 4 回世界水フォ

ーラムでは、水・衛生分野での支援に係る国内外での連携を強化し、一層質の高い

援助を追求するため、「水と衛生に関する拡大パートナーシップ・イニシアティブ」

（WASABI: Water and Sanitation Broad Partnership Initiative）を発表した。本評価は、

これら「2 つのイニシアティブ」の妥当性・有効性・適切性を全般的に評価することで、 

今後の日本の水・衛生分野での効果的・効率的な援助の実施に資するための教訓

や提言を得ることを目的として実施したものである。 

 

 なお、ODA 評価有識者会議は、評価の客観性を高めるために発足した外務省国

際協力局長の私的懇談会であり、外務省国際協力局より ODA 評価の実施を依頼さ

れ、評価実施方法を策定の上、評価を実施し、その結果を報告書にとりまとめ、実際

のＯＤＡ実施に反映させるべく、外務省国際協力局に対してフィードバックする役割を

担っている。本評価は ODA 評価有識者会議の山形辰史委員が担当した。 

 

 本評価の実施にあたっては、田中幸夫・東京大学総括プロジェクト機構「水の知」

（サントリー）総括寄付講座特任助教にアドバイザーとして参加頂き、多大な協力を

賜った。また、外務省、独立行政法人国際協力機構（旧国際協力銀行を含む）、現地

ODA タスクフォース関係者にもご協力を頂いた。ここに心より謝意を表したい。なお、

本評価では、外務省国際協力局評価室が全体調整を行い、外務省が業務委託した
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みずほ情報総研（株）が一連の情報収集・分析等補助業務を行った。 

 

 最後に、本報告書に記載された見解は、日本政府及びその他関係機関の立場を

反映するものではないことを付記する。 
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